
議第107号

平成30年度山形県一般会計補正予算(第7号)の専決処分の承認にっいて

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、平成30年度山形県一般会計補正予

算(第7号)について、牙1俳氏のとおり専決処分したととにっいて承認する。

提案理由

山形県一般会計補正予算は、急施を要したため、地方自治法第179条第1項の規定により専決処分し

たので、同条第3項の規定により承認を求めるため提案するものである。



専第20号

平成30年度山形県一般会計補正予算(第7号)

平成30年度山形県の一般会計補正予算(第7号)は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)

第1条歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ303,000千円を減額し、歳入歳出予算の総額を、

歳入歳出それぞれ613,6認,000千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第1表歳入歳出予算補正」による。

平成31年3月25日

山形県知事 村 美栄子

2

吉



第1表

歳

歳入歳出予算補正

入

款

県 税

項

県

補正

2

民

事

^

3

月1」

税

業

地方消費税

の

4

額

111,300,000

税

不動産取得税

補

5

36,928,000

県たば

正

6

22,268,000

ゴルフ場利用税

額

(単位:千円)

7

税

20,898,000

自動車取得税

8

計

軽油引取税

2,187,000

9

111,300,000

自

1,039,000

2

10

地方消費税清算金

動

鉱

36,928,000

車

H7,000

Ⅱ

税

狩

区

22,268,000

1,944,000

3

12

地方譲与税

税

猟

産業廃棄物税

20,898,000

9,676,000

税

16,094,000

2,187,000

地方消費税清算金

1,039,000

2,000

117,000

3,000

地方法人特別譲与
税

1,944,000

144,000

2

43,191,000

地方揮発油譲与税

9,676,000

3

43,191,000

石油ガス譲与税

16,094,000

21,015,000

2,000

18,000,000

3,000

2,800,000

144,000

286,鉐6

43,191,000

3

175,000

186,282

43,191,000

97,043

21,301,656

△ H4

18,186,282

2,897,043

174,886

こ



款

4 地方特例交付金

5

項

5

地方交付税

航空機燃料譲与税

6

補正

交通安全対策特別
交付金

地方特例交付金

^

月1」 の

7分担金及び負担金

額

地方交付税

補

40,000

正

454,231

交通安全対策特別
交付金

額

8

(単位:千円)

454,231

使用料及び手数料

174,481,465

3,445

計

174,481,465

分

2

担

負

410,000

1,221,386

43,445

金

担

9

410,000

454,231

1,221,386

国庫支出金

金

使

3,705,169

454,231

△ 18,100

2

175,702,851

用

手

2,723,916

△ 18,100

3

175,702,851

料

数

県証紙収入

981,253

料

財10

フ,106,704

391,900

国庫負担金

5,019,654

産

391,900

2

収

国庫補助金

3,705,169

21,654

入

3 委

2,065,396

2,723,916

80,146,312

菟

981,253

金

29,828,803

財産運用収入

フ,106,704

49,708,884

5,019,654

△ 58,600

608,625

21,654

5,768,586

2,065,396

△ 58,600

80,087,712

447,フ78

4

29,828,803

49,650,284

608,625

5,768,586

447,フ78



款

11 寄 附

12 繰

項

金

2 財産売払収入

入

補正

金

寄

.'、

月1」

附

13 繰

の

1

額

金

特別会計繰入金

5,320,808

補

越

2 基金繰入金

14

正

362,065

金

3

諸

公営企業繰入金

額

(単位:千円)

362,065

収

8,108,647

入

繰

1,089,807

越

5,618,840

△ 1,726,000

5,320,808

金

延滞金、加算金及
び過料等

1,400,000

362,065

2 県預金利子

4,455,396

△ 1,726,000

362,065

3 公営企業貸付金元
利収入

4,455,396

6,382,647

4 貸付金元利収入

60,728,725

15

1,089,807

5

県

受託事業収入

3,892,840

97,398

6

.

収益事業収入

1,400,000

債

8

8,241

△ 8,342

雑

歳

9,000,000

4,455,396

43,344,792

4,455,396

入

入

県

60,720,383

672,331

1,927,039

97,398

債

5,678,924

計

8,241

92,757,700

9,000,000

△ 8,342

92,757,700

43,344,792

613,991,000

672,331

5

1,918,697

5,678,924

△ 303,000

92,757,700

92,757,700

613,688,000

計

合



歳 出

款

議

2

費

総

項

務 費

議

補正
-1'.

月1」

費

総務管理費

の

2

額

」ヒ

1,128,169

補

3

画

徴

1,128,169

正

4

費

42,514,426

税

市町村振興費

額

(単位:千円)

5

費

20,535,694

選

6

15,116,314

挙

防

3

△ 126,790

7

民

費

災

統計調査費

4,426,736

1,128,169

△ 126,790

8

生

費

人事委員会費

1,128,169

808,985

費

9 監査委員費

42,387,636

145,885

20,408,904

887,362

社会福祉費

15,116,314

4 律テ

335,626

2 児

4,426,736

123,467

3

生

福祉費

生活保護費

134,357

808,985

4

費

75,068,018

災害救助費

145,885

55,119,428

887,362

1

17,908,444

公衆衛生費

335,626

2 環境衛生費

1,956,997

123,467

134,357

83,149

20,922,846

75,068,018

55,119,428

2,728,471

17,908,444

3,171,134

6

1,956,997

83,149

20,922,846

2,728,471

3,171,134

計

会

会

童



款

5 労

項

働

3 保

費

4

健

医

所

補正

費

薬

^

月1」

費

労

の

6

2

農林水産業費

額

政

職業訓練費

1,635,111

補

3

費

13,388,130

失業対策費

正

4 労働委員会費

2,358,フ73

額

(単位:千円)

1,164,306

計

農

696,713

2

業

畜

7

1,635,111

428,849

3

商

産

費

農

13,388,130

業

68,905

4

工

費

48,740,422

地

林

2,358,フ73

費

5

費

業

11,311,793

水

1,164,306

産

費

4,062,495

8

業

696,713

1

士

費

24,812,909

商

428,849

木

2

業

工

6,719,257

費

3

68,905

鉱

費

観

48,740,422

1,833,968

業 費

48,492,622

光

11,311,793

費

40,988,978

士木管理費

4,062,495

2 道路橋りょう費

24,812,909

5,999,794

1,503,850

6,719,257

76,808,223

1,833,968

48,492,622

3,082,797

43,479,566

40,988,978

7

△ 25,279

5,999,794

1,503,850

△ 8,196

76,782,944

3,082,797

43,471,370



款 項

3 河川海岸費

9警

4 港

補正

5

察

湾

都市計画費

^

費

6

月1」

費

住

10

の

教

額

19,222,813

宅

補

費

警察管理費

2,847,518

正

費

2 警察活動費

額

6,611,195

(単位:千円)

1,564,334

△ 17,083

計

25,749,899

教育総務費

2

24,093,551

ノ」、

19,222,813

3 中

1,656,348

2,830,435

校

△ 12,758

4

116,211,781

費

'

高等学校費

6,611,195

校

△ 12,7認

5

費

11,518,845

特別支援学校費

Ⅱ

1,564,334

6

災害復旧費

40,336,623

大

25,737,141

△ 138,173

7

23,311,909

社会教育費

24,080,793

△ 20,569

8

費

28,079,791

保健体育費

口

1,656,348

仏

116,073,608

16,092

9,695,688

△ 64,959

債

農林水産施設災害
復旧費

11,498,276

1,281,864

△ 42,442

費

2 公共土木施設災害
復旧費

40,352,715

1,218,994

△ 26,295

23,246,950

768,067

11,296,854

28,037,349

1,081,610

9,669,393

10,215,244

1,281,864

90,396,030

1,218,994

8

768,067

11,296,854

1,081,610

10,215,244

90,396,030

学

学

育

学



款

13 支 出

項

金

"、 債

補正

2

費

公営企業貸付金

^

3

月1」

地方消費税清算金

の

4 利子割交付金

額

90,396,030

補

5

54,252,937

配当割交付金

正

6 株式等譲渡所得割
交付金

9,800,000

額

(単位:千円)

7 地方消費税交付金

20,645,430

14

8

予

ゴルフ場利用税交
付金

223,816

10

備

自動車取得税交付
金

90,396,030

279,497

Ⅱ

費

利子割精算金

歳

54,252,937

240,406

21,690,300

9,800,000

出

予

20,645,430

82,631

備

1,290,357

223,816

費

計

279,497

500

゛

240,406

50,000

21,690,300

50,000

613,991,000

82,631

1,290,357

△ 303,000

500

50,000

50,000

613,688,000

9

計

諸

合



平成30年度一般会計補正予算に

関する説明書



一般会計歳入歳出補正予算(第7号)事項別明細書

総

歳

歳 出

目 次

括
入

1
 
2
 
3



一般会計歳入歳出補正予算佛7号)事項別明細書



蕪愈
ム

今
ξ

き

▼
一

ー



(歳入)

1県

2地方消費税清算金

款

3地

4地

方

5 ナ也

方

税

譲

特

6交通安全対策特別交付金

補

与

例

方

正

7分担金及び負担金

フ、

税

交

付

.生'.

月1」

8 使用料及び手数料

金

付

の

9国

税

額

10 財

庫

IH,300,000

11 寄

支

産

43,191,000

12 繰

出

補

21,015,000

13 繰

収

金

附

454,231

入

正

入

174,481,465

金

越

額

410,000

金

3,705,169

金

フ,106,704

80,146,312

286,656

5,768,586

ヨ十

362,065

(単位:千円)

1,221,386

8,108,647

△ 18,100

4,455,396

111,300,000

43,191,000

△ 58,600

21,301,656

454,231

175,702,851

△ 1,726,000

391,900

3,705,169

フ,106,704

80,087,712

5,768,586

362,065

6,382,647

4,455,396



諸14

15 県

款

歳

収

入

入

補

債

正

計

^

剛」 の 額

60,728,725

92,757,700

<

613,991,000

補 正 額

△ 8,342

△ 303,000

計

60,720,383

92,757,700

613.6能.000合



(歳出)

1議

款

2総

3民

4衛

補 正

務

5労

ー、'.

費

生

月リ の

6農

費

生

額

7商

補

林

1,128,169

費

働

水

8士

42,514,426

正

費

産

9警

75,068,018

額

費

工

業

10 教

20,922,846

費

木

計

H災

△ 126,790

2,358,フ73

費

察

12 公

48,740,422

費

害

1,128,169

48,492,622

補

国庫支出金

費

復

42,387,636

特

76,808,223

正

債

費

旧

75,068,018

25,749,899

費

20,922,846

額

116,211,781

県

費

2,358,フ73

の

△ 25,279

11,296,854

財

48,740,422

財

△ 12,758

90,396,030

債

48,492,622

そ

△ 138,173

源

源

76,782,944

の

(単位:千円)

内

25,737,141

他

116,073,608

般財源

△ 58,600

11,296,854

90,396,030

△ 126,790

33,321

△ 12,758

△ 138,173

訳

定

会

育



諸13

款

14 予

支

歳

出

補正

備

出

金

^

月1」 の

費

額

54,252,937

補

言十

正

50,000

613,991,000

額 計

△ 303,000

54,252,937

補

国庫支出金

特

50,000

613,6能.000

正 額

定

県

の

財

△ 58,600

財

債 そ

源

源

の

内

他

訳

般財源

△ 2U,400合



<終C'、
J



第 3款 地

1地方法人特別譲与税

目

方

補正

計

与

^

目1」

税

第 3款

ーーー 正の

18,000,000

第 1項

地

18,000,000

地方法人特別譲与税

1地方揮発油譲与税

目

方

揮発油讓与税

額

186,282

補正

計

与

計

186,282

ーエ^

目1」

税

第 3款

18,186,282

の 額

2,800,000

第 2項

補

18,186,282

地

地方法人特別譲与税

地方揮発油譲与税

2,800,000

1石油ガス譲与税

区

正

目

方

額

節

攘

分

97,043

補正

計

与

金 額

計

97,043

175,000

一浬,1-

月Ⅱ

税

の

レ^^^^^ーーー^^ーー

額

第 3項

2,897,043

186,282

、、ー、、ニ'1*ーーーー" f-ー、、、、、

石

区

175,000

油 ガ

説

節

分

ス

(単位:千円)

△ 114

讓

計

明

与

金

税

額

97,043

174,886

区

説

節

(単位:千円)

明

金 額

、、1、、ー、

説

(単位:千円)

明補

30

分

譲

正



第 3款 地

1航空機燃料譲与税

目

方 攘

補正

計

与

^

目 1】

税

第 5款

の 額

第 5項

40,000

補

地

航空機燃料譲与税

1地

正

40,000

目

方

方 7k

交

3,445

付

補正

計

付

税

3,445

^

月1」

税

第 6款

の

174,481,465

43,445

額

第 1項

補

交通安全対策特別交付金

航空機燃料譲与税

174,481,465

43,445

地

1交通安全対策特別交付
金

区

正

目

方

額

1,221,386

節

分

交

補正

計

1,221,386

・十

付

_1上一

月Ⅱ

金

175,702,851

の

第 1項

税

額補

410,000

175,702,851

額

地

交通安全対策特別交付金

3,445

区

410,000

正

方

説

額

△ 18,100

節

交

分

(単位:千円)

付

△ 18,100

計

明

税

金

391,900

1,221,386

額

交通安全対策特別交付金

391,900

区

説

節

(単位:千円)

明

金

△ 18,100

額

(単位:千円)

明

計額

説

分



第 9款 国

Ⅱ士木費国庫補助金

目

庫 支

補正

出

-3^、.

月1」

計

金

の

第桧款

20,571,374

額補

第 2項

繰

国

正

49,708,飴4

1基

目

庫

金

額

△ 58,600

繰

入

補

入

補正

計

計

金

助

△ 58,600

第14款

^

20,512,フ74

月"

金

金

の

第 2項

額

5,618,840

諸

補

道

1宝

明

基

路

49,650,284

目

5,618,840

社会資本整備総合交付金

正

く

金

収

△ 1,726,000

じ

節

雪

収

補正

費補

繰

計

入

一の

1,927,039

1,927,039

〒1^.

斗

目"

入

入

助

金

第 6項

3,892,840

金

額

886,000

収

△ 944,600

正

益

区

事

(単位:千円)

業

分

△ 8,342

・十

収

明

入

1,918,697

1,918,697

宝

額

じ

説

(単位:千円)

金

明

額

△ 8,342

説

(単位:千円)

財政調整基金繰入金

説

分

一
⑳

一
卯屈'

ー

r

△

r

43

一
入

額

△

8

区

区

一
佼
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第 2款 総

目

1一般管理費

務

補正前の額

計

費

13,753,649

補

第 1項

正

20,535,694

総

△ 126,790

務

斗

△ 126,790

管

国庫支出金県

13,626,859

理

補

特

20,408,904

費

正 額

当等

の 財 源

△ 126,790

金額

△ 126,790

(単位:千円)

一般財源

△ 126,79

説

退職手当

明

節

、
区
職

訳

一
他

内

客

そ
、1

財
一
債

定



第 8款 土

目

2道路橋りょう

維持費

木

補正前の額

費

8,250,436

補

第 2項

正

道

額

△ 8,196

路

斗

橋

8,242,240

り

支出可県国庫

よ

計

補

特

正

△ 58,600

額

費

の

43,479,566

財

財

債

源

源

内

そ

△ 8,196

の 他
般財源

43,471,370

50,404

△ 58,600

分

Ⅱ

済

需

費

12

金

用

役

(単位:千円)

費

額

△9

13

務

委

費

14

12,426

使用料及び賃
借料

料

19

△ 279

明

一般需用費

負担金、補助
及び交付金

△ 20,609

50,404

△1

276 消雪施設管理費負担金
276

石綿健康被害救済制度負
担金 △1

児童手当負担金

説

節

-
4

訳

託

、
つ

定

区
共



第 8款 土

目

1港湾管理費

木

補正前の額

3=

862,420 1,002

港

費

費

補

第 4項

正

979,123

港

額

計

計

△ 18,085

863,422

湾

2,847,駒 8

、・、1、、

第 9款

補

特

費

961,038

正

警

額

△ 17,083

目

の

2警察本部費

財

財

.'1・・・

債その他

察

源

補正前の額

2

源

内

計

費

22,465,87フ

補

第 1項

般財源

正

24,093,551

警

額

△ 12,758

1,002

察

△ 18,085

区

計

13

節

管

委

22,453,119

分

特

国庫支出金

Ⅱ

託

理

需

料

補

役12

24,080,793

金

用

費

(単位:千円)

正

△ 17,083

費

13

務

額

1,002

委

説

の

費

県

△ 7,97フ

託

明

財

△ 145

明

一般需用費

内

そ

△ 9,963

の イ也
般財源

△ 12,758

△ 12,758

区

3 職員手当等

分 金

(単位:千円)

△ 12,758

額

退職手当

額
一

訳

説

定

r

訳

1△

定

85

財
債

源
源



第10款 教

目

2事務局費

育

補正前の額

計

費

第10款

3,769,948

補

第 1項

正

11,518,845

教

教

額

目

△ 20,569

育

1教職員費

計

育

補正前の額

△ 20,569

総

3,749,379

務

二十

国庫支出金

費

補

特

11,498,276

40,336,623

第10款

費

補

正

第 2項

額

正

40,336,623

教

明

県

/1、

額

財

目

債

1 教職員費

16,092

学

計

育

内

補正前の額

そ

校

40,352,715

16,092

の イ也

計

国庫支出金

費

費

補

特

40,352,715

23,311,909

般財源

補

正

第 3項

額

△ 20,569

正

23,311,909

の

県

中

額

財

財

△ 64 959

△ 20,569

区

債

3 職員手当等

源

学

節

源

そ の

分

内

校

23,246,950

金

他

国庫支出金

費

(単位:千円)

補

特

23,246,950

△ 20,569

額

般財源

正

説

額

退職手当

16,092

の

県

財

財

区分、、、1、^一額

明

債

3 職員手当等

16,092

源

"貞、',・

源

内

そ の イ也

(単位:千円)

般財源

16,092

説

△ 64,959

退職手当

明

△ 64,959

区

3 職員手当等

節

金

(単位:千円)

△ 64,959

額

説

退職手当

訳

定

訳

△

ー
ー
」
 
1
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1
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分

定
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第10款 教

目

1高等学校総務
費

育

補正前の額

計

費

21,984,フフフ

補

第 4項

正

28,079,791

高

第10款

額

△ 42,442

等

計

教

△ 42 442

学

目

21,942,335

1特別支援学校
費

校

育

28,037,349

補正前の額

費

ーー、「^

、、、1-、、ーー

額

計

9,695,688

9,695,能8 1

費

県

補

第 5項

財源

源

の債

正

△ 26,295 9,669,393

△ 26,295 9,669,393 1

内

特

額

別

他

計

支

般財源

援

△ 42,製21 3 職員手当等△ 42,442

△ 42,442

ールー"゛1 -"

学

補

特

正

校

区

額

節

費

分

の

財

財

(単位:千円)

内

説

退職手当

般財源

明

△ 26,295

△ 26 295

区

職員手当等3

金額

△ 26,295

(単位:千円)

説

退職手当

明

額金

1
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1

訳の
一
財

そ
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正
一
定

補
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議第108号

山形県県税条例の一部を改正する条例の制定についての専決処分の承認について

地方自治法(昭和22年法律第釘号)第179条第1項の規定により、山形県県税条例の一部を改正す

る条例の制定にっいて、別紙のとおり専決処分したことについて承認する。

提案理由

地方税法等の一部を改正する法律(平成31年法律第2号)の施行に伴う山形県県税条例の一部を改

正する条例の制定にっいては、地方自治法第179条第1項の規定により専決処分したので、同条第3

項の規定により承認を求めるため提案するものである。
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専第22号

地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、次のとおり山形県県税条例の

一部を改正する条例を制定することについて専決処分する。

平成31年3月31日

山形県県税条例の一部を改正する条例の制定にっいての専決処分にっいて

山形県県税条例の一部を改正する条例

山形県県税条例(昭和29年5月県条例第18号)の一部を次のように改正する。

第16条第1項中「ときは」を「ときは、法第20条の5の2第2項の規定の適用がある場合を除

き」に改め、同条第2項中「同項の」を「同項又は法第20条の5の2第2項の」に改める。

第34条の3第1項中「第1号に掲げる寄附金」を「法第37条の2第2項に規定する特例控除対象

寄附金」に、「寄附金の額の合計額が」を「特例控除対象寄附金の額の合計額が」に改め、同条第

2項中「同項第1号に掲げる寄附金」を「前項に規定する特例控除対象寄附金」に改める。

附則第5条の4の2第2項を削り、同条第3項中「第1項の」を「前項の」に改め、同項を同条

第2項とし、同条中第4項を第3項とする。

附則第5条の5中「同条第1項第1号に掲げる寄附金」を「同条第1項に規定する特例控除対象

寄附金」に改める。

附則第5条の7中「第34条の3第1項各号列記以外の部分及び第2項並びに」を「第34条の3第

1項中「次に掲げる寄附金」とあるのは「次に掲げる寄附金(租税特別措置法第4条の5第1項の

規定の適用を受けた同項に規定する利子等の金額のうち当該寄附金の支出に充てられたものとして

施行令附則第4条の6第1項の規定により計算した金額に相当する部分を除く。)」と、「規定す

る特例控除対象寄附金」とあるのは「規定する特例控除対象寄附金(租税特別措置法第4条の5第

1項の規定の適用を受けた同項に規定する利子等の金額のうち当該特例控除対象寄附金の支出に充

てられたものとして施行令附則第4条の6第1項の規定により計算した金額に相当する部分を除

く。)」と、同条第2項及び」に、「掲げる寄附金」とあるのは、「掲げる寄附金」を「特例控除

対象寄附金」とあるのは「特例控除対象寄附金」に、「当該寄附金」を「当該特例控除対象寄附

金」に、「規則で定めるところ」を「施行令附則第4条の6第1項の規定」に改める。

附則第7条第1項中「第34条の3第1項第1号に掲げる寄附金」を「第34条の3第1項に規定す

る特例控除対象寄附金」に、「地方団体に対する寄附金」を「特例控除対象寄附金」に、「同号」

を「第1号」に、「地方団体の長に」を「都道府県の知事又は市町村若しくは特別区の長(以下と

の項及び次項において「都道府県知事等」という。)に」に、「当該地方団体の長」を「当該都道

府県知事等」に改め、同条第2項中「地方団体に対する寄附金」を「特例控除対象寄附金」に、

「地方団体の長」を「都道府県知事等」に改め、同条第3項中「地方団体に対する寄附金」を「特

例控除対象寄附金」に改める。

附則第7条の2第1項中「第34条の3第1項第1号に掲げる寄附金」を「第34条の3第1項に規

定する特例控除対象寄附金」に、「おいては」を「は」に改める。

附則第13条の 9第2項中「平成31年3月31日」を「平成33年3月31日」に改める。

附則第14条の3第1項中「その他これに類するものとして規則で定めるもの」を削り、「現下の

厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等の一部を改正する法律

(平成23年法律第83号)の施行の日の翌日から平成31年3月31日まで」を「平成31年4月1日から

平成33年3月31日まで」に改め、同条第3項、第4項及び第6項中「平成31年3月31日」を「平成

器年3月31日」に改める。

附則第15条の2の2第1項中「第111条第1項の」を「第Ⅱ1条第2項に規定する」に改め、同条

山形県知事 村 美栄子
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第2項中「次に掲げる自動車」を「ガソリン自動車(ガソリンを内燃機関の燃料として用いる自動
車をいい、附則第15条の2の2の3第1項第3号に掲げる自動車に該当するものを除く。以下この

条及ぴ附則第15条の2の2の3において同じ。)(車両総重量(道路運送車両法第40条第3号に規
定する車両総重量をいう。以下この条及ぴ附則第15条の2の2の3 において同じ。)が2.5トン以

下のバス又はトラックであって、次の各号のいずれにも該当するもので施行規則附則第4条の5第

1項に規定するものに限る。)」に、「第13項」を「第12項」に、「平成31年3月31日」を「平成

31年9月30日」に改め、同項各号を次のように改める。

(D 次のいずれかに該当すること。

イ道路運送車両法第41条の規定により平成30年10月1日以降に適用されるべきものとして定

められた自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準(以下と

の条において「排出ガス保安基準」という。)で施行規則附則第4条の4第9項に規定する

もの(以下この条及び附則第15条の2の2の3において「平成30年ガソリン軽中量車基準」

という。)に適合し、かっ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリン軽中量車基準に定める

窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

口道路運送車両法第41条の規定により平成17年10月1日以降に適用されるべきものとして定

められた排出ガス保安基準で施行規則附則第4条の4第10項に規定するもの(以下この条及

び附則第15条の2の2の3において「平成17年ガソリン軽中量車基準」という。)に適合
し、かっ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の

4分の1を超えないこと。

(2)エネルギーの使用の合理化等に関する法律(昭和54年法律第49号)第147条第1号イに規定

するエネルギー消費効率(以下この条から附則第15条の2の2の5までにおいて「エネルギー

消費効率」という。)が施行規則附則第4条の4第H項に規定するエネルギー消費効率(以下

この条及び附則第15条の2の2の3において「基準エネルギー消費効率」という。)であつて

平成27年度以降の各年度において適用されるべきものとして定められたもの(以下この条及び

附則第15条の2の2の3において「平成27年度基準エネルギー消費効率」という。)に100分

の120を乗じて得た数値以上であること。

附則第15条の 2 の 2第 3項中「第13項」を「第12項」に、「平成31年3月31日」を「平成31年9

月30日」に改め、同項第1号イ中「附則第4条の5第4項」を「附則第4条の5第2項」に改め、

同号口中「附則第4条の5第5項」を「附則第4条の5第3項」に改め、同項第2号中「。以下こ

の条」を「。以下この条及び附則第15条の2の2の3第4項第5号」に改め、同号イ中「附則第4

条の5第6項」を「附則第4条の5第4項」に改め、同号口中「附則第4条の5第7項」を「附則

第4条の5第5項」に改め、同号ハ中「附則第4条の5第8項」を「附則第4条の5第6項」に改

め、同号ハ(イ)0 中「以降」を「(車両総重量が3.5トンを超え7.5トン以下のものにあつては、平

成30年10月1 田以降」に、「との条」を「この条及び附則第15条の2の2の3第4項第5号」に

改め、同号ハ(イ)b 中「この条」を「この条及び附則第15条の2の 2の3第4項第5号」に改め、

同条第4項中「次に掲げる自動車」を「ガソリン自動車(車両総重量が2.5トン以下のバス又はト

ラックであって、次の各号のいずれにも該当するもので施行規則附則第4条の5第7項に規定する

ものに限る。)」に、「第13項」を「第12項」に、「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」

に改め、同項各号を炊のように改める。

(1)次のいずれかに該当すること。

イ平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリン

軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

口平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリン

軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

(2)エネルギー消費効率が平成27年度基準エネルギー消費効率に100分のⅡ5を乗じて得た数値以



上であるとと。

附則第15条の 2 の 2第5項中「第13項まで」を「第12項まで」に、「平成31年3月31日」を「平

成31年9月30日」に改め、同項第1号口中「附則第4条の5第13項」を「附則第4条の5第10項」

に改め、同号口を同号ハとし、同号イ中「附則第4条の5第12項」を「附則第4条の5第9項」に

改め、同号イを同号口とし、同号口の前に次のように加える。

イ乗用車のうち、次のいずれにも該当するもので施行規則附則第4条の5第8項に規定する

もの

(イ)次のいずれかに該当すること。

a 平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソ

リン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

b 平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソ

リン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

(ロ)エネルギー消費効率が基準エネルギー消費効率であつて平成32年度以降の各年度におい

て適用されるべきものとして定められたもの(以下この条及び附則第15条の2の2の3に

おいて「平成32年度基準エネルギー消費効率」という。)に100分の120を乗じて得た数値

以上であること。

附則第15条の2の2第5項第2号イ中「附則第4条の 5第14項」を「附則第4条の5第12項」に

改め、同号口中「附則第4条の5第15項」を「附則第4条の5第13項」に改め、同号ハ中「附則第

4条の5第16項」を「附則第4条の5第14項」に改め、同号を同項第3号とし、同項第1号の次に

次の1号を加える。

(2)石油ガス自動車(液化石油ガスを内燃機関の燃料として用いる自動車をいい、附則第15条の

2の2の3第1項第3号に掲げる自動車に該当するものを除く。以下この条及び附則第15条の

2の2の3第2項第4号において同じ。)のうち、次のいずれにも該当する乗用車で施行規則

附則第4条の5第Ⅱ項に規定するもの

イ次のいずれかに該当すること。

(イ)道路運送車両法第41条の規定により平成30年10月1日以降に適用されるべきものとして

定められた排出ガス保安基準で施行規則附則第4条の4第15項に規定するもの(以下この

条及ぴ附則第15条の2の2の3第2項第4号において「平成30年石油ガス軽中量車基準」

という。)に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年石油ガス軽中量車基準に定め

る窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

(ロ)道路運送車両法第41条の規定により平成17年10月1日以降に適用されるべきものとして

定められた排出ガス保安基準で施行規則附則第4条の4第16項に規定するもの(以下との

条及び附則第15条の2の2の3第2項第4号において「平成17年石油ガス軽中量車基準」

という。)に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年石油ガス軽中量車基準に定め

る窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

ロエネルギー消費効率が平成32年度基準エネルギー消費効率に100分の120を乗じて得た数値

以上であること。

附則第15条の2の2第6項中「次に掲げる自動車」を「ガソリン自動車(車両総重量が2.5トン

以下のバス又はトラックであつて、次の各号のいずれにも該当するもので施行規則附則第4条の5

第15項に規定するものに限る。)」に、「第13項」を「第12項」に、「平成31年3月31日」を「平

成31年9月30日」に改め、同項各号を次のように改める。

(1)次のいずれかに該当すること。

イ平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリン

軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

口平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリン
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軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

(2)エネルギー消費効率が平成27年度基準エネルギー消費効率に100分のⅡ0を乗じて得た数値以

上であること。

附則第15条の 2 の 2第7項中「第13項」を「第12項」に、「平成31年3月31日」を「平成31年9

月30日」に改め、同項各号を次のように改める。

①ガソリン自動車のうち、次のいずれにも該当する乗用車で施行規則附則第4条の5第16項に

規定するもの

イ次のいずれかに該当すること。

(イ)平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリ

ン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

(ロ)平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリ

ン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

ロエネルギー消費効率が平成32年度基準エネルギー消費効率に100分のⅡ0を乗じて得た数値

以上であること。

②石油ガス自動車のうち、次のいずれにも該当する乗用車で施行規則附則第4条の5第17項に

規定するもの

イ次のいずれかに該当すること。

(イ)平成30年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年石油ガ

ス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

(ロ)平成17年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年石油ガ

ス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

ロエネルギー消費効率が平成32年度基準エネルギー消費効率に100分のⅡ0を乗じて得た数値

以上であること。

附則第15条の 2 の 2第8項中「第13項」を「第12項」に、「平成31年3月31日」を「平成31年9

月30日」に改め、同項第1号イ中「附則第4条の5第25項」を「附則第4条の5第18項」に改め、

同号口中「附則第4条の5第26項」を「附則第4条の5第19項」に改め、同項第2号中「附則第4

条の5第27項」を「附則第4条の5第20項」に改める。

附則第15条の2 の 2の 3第1項中「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」に改め、同条第

2項中「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」に改め、同項中第4号を第5号とし、第3号

を削り、同項第2号イ中「附則第4条の6第5項」を「附則第4条の6第6項」に改め、同号口中

「附則第4条の6第6項」を「附則第4条の6第7項」に改め、同号を同項第3号とし、同号の次

に次の1号を加える。

④石油ガス自動車のうち、次のいずれにも該当する乗用車で施行規則附則第4条の6第8項に

規定するもの

イ次のいずれかに該当すること。

(イ)平成30年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年石油ガ

ス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

(ロ)平成17年石油ガス軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年石油ガ

ス軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

ロエネルギー消費効率が平成32年度基準エネルギー消費効率に100分の130を乗じて得た数値

以上であること。

附則第15条の2の2の3第2項第1号中「附則第15条の2の2第2項第1号」を「附則第15条の

2の2第2項」に改め、同号を同項第2号とし、同号の前に次の 1号を加える。

①ガソリン自動車のうち、次のいずれにも該当する乗用車で施行規則附則第4条の6第5項に

規定するもの
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イ次のいずれかに該当すること。

(イ)平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソリ

ン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

(ロ)平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソリ

ン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

ロエネルギー消費効率が平成32年度基準エネルギー消費効率に100分の130を乗じて得た数値

以上であること。

附則第15条の 2の 2の 3第3項中「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」に改め、同項第

1号中「附則第15条の2の2第4項第1号」を「附則第15条の2の2第4項」に改め、同項第2号

イ中「附則第4条の6第7項」を「附則第4条の6第9項」に改め、同号口中「附則第4条の6第

8項」を「附則第4条の6第10項」に改め、同項第3号中「附則第15条の2の2第4項第2号」を

「附則第15条の 2の 2第5項第2号」に改め、同項第4号中「附則第15条の 2の2第5項第2号

ハJ を「附則第15条の2 の 2第5項第3号ハ」に改め、同条第4項中「平成31年3月31日」を「平

成31年9月30日」に改め、同項第 1号中「附則第15条の2の 2第6項第 1号」を「附則第15条の 2

の 2第6項」に改め、同項第4号を削り、同項第3号中「附則第15条の2の2第6項第2号」を

「附則第15条の2の2第7項第2号」に改め、同号を同項第4号とし、同項第2号イ中耶付則第4

条の6第9項」を「附則第4条の6第13項」に改め、同号口中「附則第4条の6第10項」を「附則

第4条の6第14項」に改め、同号を同項第3号とし、第1号の次に次の 1号を加える。

(2)次に掲げるガソリン自動車

イ車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当

するもので施行規則附則第4条の6第Ⅱ項に規定するもの

(イ)次のいずれかに該当すること。

a 平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソ

リン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

b 平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソ

リン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の1を超えないこと。

印)エネルギー消費効率が平成27年度基準エネルギー消費効率以上であること。

口車両総重量が2.5トンを超え3.5トン以下のバス又はトラックのうち、次のいずれにも該当

するもので施行規則附則第4条の6第12項に規定するもの

(イ)次のいずれかに該当すること。

a 平成30年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成30年ガソ

リン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の4分の3を超えないこと。

b 平成17年ガソリン軽中量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物の排出量が平成17年ガソ

リン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の2分の1を超えないこと。

(のエネルギー消費効率が平成27年度基準エネルギー消費効率に100分の105を乗じて得た数

値以上であること。

附則第15条の2の2の3第4項に次の1号を加える。

(5)軽油自動車(電力併用自動車に限る。)のうち、次のいずれにも該当する車両総重量が3.5

トンを超えるバス又はトラックで施行規則附則第4条の6第15項に規定するもの

イ次のいずれかに該当すること。

(イ)平成28年軽油重量車基準に適合すること。

(ロ)平成21年軽油重量車基準に適合し、かつ、窒素酸化物及び粒子状物質の排出量が平成21

年軽油重量車基準に定める窒素酸化物及び粒子状物質の値の10分の9を超えないこと。

ロエネルギー消費効率が平成27年度基準エネルギー消費効率以上であること。

附則第15条の 2 の 2の 3第5項中「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」に改め、同項第

-33-



2号イ中「附則第4条の6第Ⅱ項」を「附則第4条の6第16項」に改め、同号口中「附則第4条の

6第12項」を「附則第4条の6第17項」に改め、同条第6項中「自動車(」を「自動車又は同法第

3条第1号口に規定する一般貸切旅客自動車運送事業を経営する者がその事業の用に供する自動車

(」に、「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」に改め、同条第7項及び第8項中「平成31

年3月31日」を「平成31年9月30日」に改め、同条第9項中「装置(以下この項から第12項まで」

を「装置(以下この項から第11項まで」に、「平成31年3月31日(第4号に掲げるトラックにあつ

ては、平成30年10月31周」を「平成31年9月30日」に改め、同項第 1号及び第2号中「第12項」

を「第Ⅱ項」に改め、同項第3号中「以下この項から第13項まで」を「次項から第12項まで」に改

め、同項第4号を削り、同条第10項中「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」に改め、同条

第Ⅱ項を削り、同条第12項中「附則第4条の6の2第16項」を耶付則第4条の6の2第15項」に、

「平成31年3月31日(第4号に掲げるトラックにあつては、平成30年10月31日)」を「平成31年9

月30日」に改め、同項第4号を削り、同項を同条第Ⅱ項とし、同条第13項中「及び」を「又は」

に、「超え22トン」を「超え8 トン以下のトラック若しくは車両総重量が20トンを超え22トン」

に、「附則第4条の6 の 2第17項」を「附則第4条の6 の2第16項」に、「平成31年3月31日(車

両総重量が8 トンを超え20トン以下のトラックにあつては、平成30年10月31田」を「平成31年9

月30日」に改め、同項を同条第12項とし、同条第14項中「附則第4条の6の2第18項及び第19項」

を「附則第4条の6の2第17項及び第18項」に改め、同項を同条第13項とする。

附則第15条の 2 の2の4中「平成31年3月31日」を「平成31年9月30日」に改める。

附則第15条の3第1項中「有しないものをいう。以下との条」を「有しないものをいう。次項第

1号」に、「規定するものをいう。以下との条」を「規定するものをいう。次項第2号」に、「当

該各号に定める年度以後の年度分」を「平成31年度分」に改め、同項第1号中「もの新車新規登

録を受けた日から起算して14年を経過した日の属する年度」を「もの」に改め、同項第2号中「も

の新車新規登録を受けた日から起算して12年を経過した日の属する年度」を「もの」に改め、同

条第2項及び第3項を削り、同条第4項中「第2項」を「次」に改め、同項第2号中「排出ガス保

安基準」を「自動車排出ガスに係る保安上又は公害防止その他の環境保全上の技術基準(以下この

項において「排出ガス保安基準」という。)」に、「附則第5条の2第9項」を耶付則第5条の2

第1項」に、「又は平成21年天然ガス車基準」を「又は同法第41条の規定により平成21年10月1日

(同法第40条第3号に規定する車両総重量が3.5トンを超え12トン以下のものにあつては、平成22

年10月1日)以降に適用されるべきものとして定められた排出ガス保安基準で施行規則附則第5条

の2第2項に規定するもの(以下との号において「平成21年天然ガス車基準」という。)」に、

「同条第10項」を「同条第3項」に改め、同項第3号を炊のように改める。

(3)充電機能付電力併用自動車(電力併用自動車のうち、動力源として用いる電気を外部から充

電する機能を備えているもので施行規則附則第5条の2第4項に規定するものをいう。)

附則第15条の3第4項第4号中「エネルギー消費効率が平成32年度基準エネルギー消費効率」を

「エネルギーの使用の合理化等に関する法律第147条第1号イに規定するエネルギー消費効率(以

下この条及ぴ次条第1項において「エネルギー消費効率」という。)が施行規則附則第5条の2第

5項に規定するエネルギー消費効率であつて平成32年度以降の各年度において適用されるべきもの

として定められたもの(次項において「平成32年度基準エネルギー消費効率」という。)」に、

「附則第5条の2第Ⅱ項」を「附則第5条の2第6項」に、「同条第12項」を「同条第7項」に、

「平成17年窒素酸化物排出許容限度」を「同条の規定により平成17年10月1日以降に適用されるべ

きものとして定められた排出ガス保安基準に定める窒素酸化物の値で施行規則附則第5条の2第8

項に規定するもの(次項において「平成17年窒素酸化物排出許容限度」という。)」に、「同条第

13項」を「同条第9項」に改め、同項第5号中「乗用車」を「乗用車(第3号に掲げる自動車に該
当するものを除く。)」に、「附則第5条の2第14項」を「附則第5条の2第10項」に、「平成21

年軽油軽中量車基準」を「同法第41条の規定により平成21年10月1日以降に適用されるべきものと
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して定められた排出ガス保安基準で施行規則附則第5条の2第Ⅱ項に規定するもの」に改め、同項

に次の表を加える。

1 乗用

車(三

輪の小

型自動

車に属

するも

のを除

く。)

総排気量が1リットル以下のもの又は電気を動力源

とするもの

自動車の種類等

総排気量が 1リットルを超え1.5リットル以下のも

の

総排気量が1.5リットルを超え2リットル以下のも

の

総排気量が2リットルを超え2.5リットル以下のも

の

総排気量が2,5リットルを超え3リットル以下のも

の

税率(年額)

営業用

総排気量が3リットルを超え3.5リットル以下のも

の

円

2,000

総排気量が3.5リットルを超え4リットル以下のも

の

自家用

2,500

総排気量が4 リットルを超え4,5リットル以下のも

の

円

フ,500

2,500

総排気量が4.5リットルを超え6リットル以下のも

の

9,000

2 トラ

ツク

3,500

総排気量が6リットルを超えるもの

10,000

最大積載量が1トン以下のもの

4,000

11,500

最大積載量が1トンを超え2トン以下のもの

4,500

最大積載量が2トンを超え3トン以下のもの

13,000

最大積載量が3トンを超え4トン以下のもの

5,500

14,500

6,000

17,000

フ,000

19,500

10,500

22,000

2,000

28,000

2,500

3,000

2,000

4,000

3,000

4,000

5,500

(

53



最大積載量が4トンを超え5トン以下のもの

最大積載量が5トンを超え6トン以下のもの

最大積載量が6トンを超えフトン以下のもの

最大積載量がフトンを超え8トン以下のもの

最大積載量が8トンを超えるもの

最大乗車定員

が4人以上の

もの

5,000

5,500

総排気量が1リットル以下のもの又

は電気を動力源とするもの

6,500

6,500

フ,500

フ,500

フ,500円に

最大積載量

が8トンを

超える 1ト

ンまでごと

に 1,200円

を加算した

額

9,000

10,500

総排気量が 1リットルを超え1.5リ

ツトル以下のもの

10,500円に

最大積載量

が8トンを

超える 1ト

ンまでごと

に1,600円

を加算した

額

3 ノ叉ス

最大積載量

に応じた年

額に1,000

円を加算し

た額

総排気量が1.5リットルを超えるも

の

(1)一般乗合

用のもの及

び通学又は

通園用のも

の

最大積載量

に応じた年

額に1,300

円を加算し

た額

最大積載量

に応じた年

額に1,200

円を加算し

た額

乗車定員が30人以下のもの

乗車定員が30人を超え如人以下のも

の

最大積載量

に応じた年

額に1,600

円を加算し

た額

乗車定員が40人を超え50人以下のも

の

最大積載量

に応じた年

額に1,600

円を加算し

た額

最大積載量

に応じた年

額に2,000

円を加算し

た額

3,000

4,000

-36 -

3,000

4,500

4,000

4,500



乗車定員が50人を超え60人以下のも

の

乗車定員が60人を超え70人以下のも

の

乗車定員が70人を超え80人以下のも

の

(2)その他の

もの

乗車定員が80人を超えるもの

乗車定員が30人以下のもの

乗車定員が30人を超え40人以下のも

の

5,000

乗車定員が40人を超え50人以下のも

の

6,000

5,000

乗車定員が50人を超え印人以下のも

の

6,500

6,000

乗車定員が印人を超え70人以下のも

の

4

フ,500

三輪の小型自動車

6,500

5 けん

引自動

車

フ,000

乗車定員が70人を超え80人以下のも

の

8,000

フ,500

小型自動車に属するもの

6 特種

用途車

乗車定員が80人を超えるもの

8,500

普通自動車に属するもの

9,500

10,500

(D 霊枢車

11,000

きゆう

12,500

13,000

普通自動車に属するもの

14,500

14,500

小型自動車に属するもの

16,500

16,000

18,500

1,500

21,000

2,000

4,000

1,500

3,500

3,000

-37ー

5,500

1,500

4,000

2,000



(2)ごみ、し

尿等の廃棄

物の収集及

び運搬の用

に用いるも

の

普通自動車に属するもの

小型自動車に属するもの

(3)キャンピ

ングカー

普通自動車に属するもの

小型自動車に属するもの

総排気量が1リットル以下のもの又

は電気を動力源とするもの

3,500

総排気量が 1リットルを超え1.5リ

ツトル以下のもの

1,500

総排気量が1.5リットルを超え2リ

ツトル以下のもの

4,000

2,000

総排気量が 2リットルを超え2.5リ

ツトル以下のもの

6,500

5,000

総排気量が2.5リットルを超え 3リ

ツトル以下のもの

総排気量が 3リットルを超え3.5リ

ツトル以下のもの

6,000

総排気量が3.5リットルを超え4リ

ツトル以下のもの

フ,000

総排気量が4 リットルを超え4.5リ

ツトル以下のもの

8,000

総排気量が4.5リットルを超え6リ

ツトノレ以下のもの

9,000

総排気量が6リットルを超えるもの

10,500

12,000

13,500

15,500

-38-

18,000

22,500



(4)その他の

用に用いる

もの

車体の

形状が

トラッ

クに類

するも

ので最

大積載

量の定

めのな

し、もの

車両重量が5トン以下のも

の

車両重量が5トンを超え10

トン以下のもの

車両重量が10トンを超え15

トン以下のもの

附則第15条の3第4項を同条第2項とし、同条第5項中

条の2第12項」に、「同条第16項」を「同条第13項」に、

表を加える。

車両重量が15トンを超える

もの

その他のもの

2,500

5,000

3,000

1 乗用

車 三

輪の小

型自動

車に属

するも

のを除

く。)

フ,500

6,500

総排気量が1リットル以下のもの又は電気を動力源

とするもの

自動車の種類等

10,000

10,500

自動車の種類及び構造区

分によりそれぞれ前各項

又は前各号に該当する自

動車について定められた

額

総排気量が 1リットルを超え1.5リットル以下のも

の

13,500

耶付則第5条の2第15項」を「附則第5

「第3項」を「次」に改め、同項に次の

総排気量が1.5リットルを超え2リットル以下のも

の

総排気量が 2リットルを超え2.5リットル以下のも

の

総排気量が2.5リットルを超え3リットル以下のも

の

税率(年額)

総排気量が 3リットルを超え3,5リットル以下のも

の

営業用

円

4,000

自家用

4,500

円

15,000

5,000

17,500

フ,000

20,000
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8,000

22,500

9,000

25,500

29,000

(



総排気量が3.5リットルを超え4 リットノレ以下のも

の

総排気量が4リットルを超え4.5リットル以下のも

の

総排気量が4.5リットルを超え6リットル以下のも

の

2 トラ

ツク

総排気量が6リットルを超えるもの

最大積載量が1トン以下のもの

最大積載量が1トンを超え2トン以下のもの

最大積載量が2トンを超え3トン以下のもの

最大積載量が3トンを超え4トン以下のもの

10,500

最大積載量が4トンを超え5トン以下のもの

12,000

最大積載量が5トンを超え6トン以下のもの

33,500

最大積載量が6トンを超えフトン以下のもの

14,000

38,500

最大積載量がフトンを超え8トン以下のもの

20,500

最大積載量が8トンを超えるもの

44,000

3,500

55,500

4,500

6,000

4,000

フ,500

6,000

最大乗車定員

が4人以上の

もの

9,500

8,000

11,000

10,500

13,000

13,000

総排気量が1リットル以下のもの又

は電気を動力源とするもの

15,000

15,000

15,000円に

最大積載量

が8トンを

超える 1ト

ンまでごと

に2,400円

を加算した

額

17,500

20,500

20,500円に

最大積載量

が8 トンを

超える 1 ト

ンまでごと

に3,200円

を加算した

額

最大積載量

に応じた年

額に1,800

円を加算し

た額

-40-

最大積載量

に応じた年

額に2,600

円を加算し

た額



総排気量が 1リットルを超え1.5リ

ツトル以下のもの

3 ノ弌ス

総排気量が1.5リットルを超えるも

の

(D 一般乗合

用のもの及

び通学又は

通園用のも

の

最大積載量

に応じた年

額に2,300

円を加算し

た額

乗車定員が30人以下のもの

乗車定員が30人を超え40人以下のも

の

最大積載量

に応じた年

額に3,200

円を加算し

た額

乗車定員が40人を超え50人以下のも

の

最大積載量

に応じた年

額に3,200

円を加算し

た額

乗車定員が50人を超え60人以下のも

の

最大積載量

に応じた年

額に4,000

円を加算し

た額

乗車定員が印人を超え70人以下のも

の

6,000

乗車定員が70人を超え80人以下のも

の

(2)その他の

もの

フ,500

乗車定員が80人を超えるもの

6,000

9,000

乗車定員が30人以下のもの

フ,500

乗車定員が30人を超え40人以下のも

の

10,000

9,000

乗車定員が40人を超え50人以下のも

の

11,500

10,000

乗車定員が50人を超え60人以下のも

の

13,000

11,500

14,500

13,000

13,500

16,000

14,500

16,500

19,000

20,500

22,000

24,500

28,500

14



乗車定員が60人を超え70人以下のも

の

4 三輪の小型自動車

5 けん

引自動

車

乗車定員が70人を超え80人以下のも

の

小型自動車に属するもの

乗車定員が80人を超えるもの

6 特種

用途車

普通自動車に属するもの

(D 霊枢車
きゆう

25,500

(2)ごみ、し

尿等の廃棄

物の収集及

び運搬の用

に用いるも

の

普通自動車に属するもの

28,500

小型自動車に属するもの

33,000

普通自動車に属するもの

32,000

37,000

小型自動車に属するもの

(3)キャンピ

ングカー

2,500

41,500

4,000

普通自動車に属するもの

8,000

3,000

小型自動車に属するもの

6,500

5,500

総排気量が1リットル以下のもの又

は電気を動力源とするもの

10,500

3,000

6,500

フ,500

総排気量が 1リットルを超え1.5リ

ツトル以下のもの

3,000

3,500

総排気量が1.5リットルを超え2リ

ツトル以下のもの

フ,500

3,500

総排気量が 2リットルを超え2.5リ

ツトル以下のもの

13,000

9,500

総排気量が2.5リットルを超え3リ

ツトル以下のもの

12,000

14,000

-42-

16,000

18,000

20,500



総排気量が 3リットルを超え3.5リ

ツトル以下のもの

総排気量が3.5リットルを超え4 リ

ツトル以下のもの

総排気量が4 リットルを超え4.5リ

ツトル以下のもの

総排気量が4,5リットルを超え6リ

ツトル以下のもの

(4)その他の

用に用いる

もの

総排気量が6リットルを超えるもの

車体の

形状が

トラッ

クに類

するも

ので最

大積載

量の定

めのな

し、もの

車両重量が5トン以下のも

の

23,500

車両重量が5トンを超え10

トン以下のもの

27,000

車両重量が10トンを超え15

トン以下のもの

附則第15条の3第5項を同条第3項とする。

附則第15条の3 の 2第1項中「から第5項まで」を「又は第3項」に改め、「若しくは粒子状物

質の排出量」を削る。

附則第19条第 1項中「平成31年3月31日」を「平成36年3月31日」に、「おいては」を「は」に

改め、同条第2項中「平成31年3月31日」を「平成36年3月31日」に改める。

附則第19条の 2第 1項中「平成31年3月31日」を「平成36年3月31日」に、「あつては」を

「は」に改める。

31,000

車両重量が15トンを超える

もの

その他のもの

35,500

4,500

44,500

9,500

附則第22条第1項の表中

附則第5条の4の2第

2項

6,000

15,000

13,000

19,500

20,500

自動車の種類及び構造区

分によりそれぞれ前各項

又は前各号に該当する自

動車について定められた

額

26,500

法附則第5条の4の2

第2項

法附則第45条第1項の規定により読み替え

られた法附則第5条の4の2第2項
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を削り、同条第2項中「又は第13条の2第1項から第6項まで」を「又は第13条の2第1項、第2

項若しくは第5項から第8項まで」に、「同条第4項」を「同条第3項」に改め、同項の表中「第

13条の2第1項から第6項まで」を「第13条の2第1項、第2項若しくは第5項から第8項まで」

に改める。

附則第25条第1項中「第111条第 1項の」を「第111条第2項に規定する」に、「平成31年3月31

日」を「平成31年9月30日」に改める。

附則

(施行期日)

1 この条例は、平成31年4月1日から施行する。ただし、第34条の3の改正規定並びに附則第5

条の5、第5条の7、第7条及び第7条の2第1項の改正規定並びに附則第3項、第4項及び第

5項の規定は、同年6月1日から施行する。

(県民税に関する経過措置)

2 別段の定めがあるものを除き、改正後の山形県県税条例(以下「新条例」という。)の規定中

個人の県民税に関する部分は、平成31年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成30

年度分までの個人の県民税については、なお従前の例による。

3 新条例第34条の3並びに附則第5条の5、第5条の7及び第7条の2第1項の規定は、平成32

年度以後の年度分の個人の県民税について適用し、平成31年度分までの個人の県民税について

は、なお従前の例による。

4 新条例第34条の3並びに附則第5条の5、第5条の7及び第7条の2第1項の規定の適用につ

いては、平成32年度分の個人の県民税に限り、次の表の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。

第34条の3第1項

第34条の3第2項

を支出し、当該特例控除

対象寄附金

附則第5条の5

特例控除対象寄附金の額

附則第5条の7

特例控除対象寄附金の額

又は第1号に掲げる寄附金(平成31年6

月1日前に支出したものに限る。)を支

出し、これらの寄附金

規定する特例控除対象寄

附金」

特例控除対象寄附金の額及び同項第1号

に掲げる寄附金(平成31年6月1日前に

支出したものに限る。)の額

規定する特例控除対象寄

附金(租税特別措置法第

4条の5第1項の規定の

適用を受けた同項に規定

する利子等の金額のうち

当該特例控除対象寄附金

特例控除対象寄附金の額及び同項第1号

に掲げる寄附金(平成31年6月1日前に

支出したものに限る。)の額

支出したものに限る。)」

支出したものに限る。)(租税特別措置

法第4条の5第1項の規定の適用を受け

た同項に規定する利子等の金額のうちこ

れらの寄附金
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とする

附則第7条の2第1項

と、「同項第1号」とあるのは「第34条

の 3第1項第1号」と、耶艮る。)」と

あるのは「限り、同法第4条の5第1項

の規定の適用を受けた同項に規定する利

子等の金額のうち当該寄附金の支出に充

てられたものとして施行令附則第4条の

6第1項の規定により計算した金額に相

当する部分を除く。)」とする

特例控除対象寄附金

5 新条例附則第7条の規定は、県民税の所得割の納税義務者が平成31年6月1日以後に支出する

新条例第34条の3第1項に規定する特例控除対象寄附金にっいて適用し、県民税の所得割の納税

義務者が同日前に支出した改正前の第34条の3第1項第1号に掲げる寄附金にっいては、なお従

前の例による。この場合において、県民税の所得割の納税義務者が同日から同年12月31日までの

間に支出する新条例第34条の3第1項に規定する特例控除対象寄附金に係る新条例附則第7条第

2項及び第3項の規定の適用については、同条第2項中「を行う」とあるのは「又は山形県県税

条例の一部を改正する条例(平成31年3月県条例第60号)による改正前のとの項に規定する申告

特例の求めを行う」と、同条第3項中「法附則第7条第6項各号」とあるのは「地方税法等のー

部を改正する法律(平成31年法律第2号)附則第2条第7項の規定により読み替えられた法附則

第7条第6項各号」とし、県民税の所得割の納税義務者が同年1月1日から同年5月31日までの

間に支出した改正前の第34条の3第1項第1号に掲げる寄附金に係る改正前の附則第7条第3項

の規定の適用については、同項中「法附則第7条第6項各号」とあるのは、「地方税法等の一部

を改正する法律(平成31年法律第2号)附則第2条第7項の規定により読み替えられた法附則第

7条第6項各号」とする。

(不動産取得税に関する経過措置)

6 新条例の規定中不動産取得税に関する部分は、この条例の施行の日(以下「施行日」とい

う。)以後の不動産の取得に対して課すべき不動産取得税にっいて適用し、施行日前の不動産の

取得に対して課する不動産取得税については、なお従前の例による。

伯動車取得税に関する経過措置)

7 新条例の規定中自動車取得税に関する部分は、施行日以後の自動車の取得に対して課すべき自

動車取得税について適用し、施行日前の自動車の取得に対して課する自動車取得税にっいては、

なお従前の例による。

(自動車税に関する経過措置)

8 新条例の規定中自動車税に関する部分は、平成31年度分の自動車税にっいて適用し、平成30年

送付

特例控除対象寄附金又は同項第1号に掲

げる寄附金(平成31年6月1日前に支出

したものに限る。)

送付又は地方税法等の一部を改正する法

律(平成31年法律第2号)附則第2条第

7項の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる伺法第1条の規定による改正

前の法附則第7条第5項の規定による申

告特例通知書の送付

-45-



度分までの自動車税については、なお従前の例による。

-46-


